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1．はじめに 1）2）

近年，高齢化と度重なる東日本大震災を始めと
した自然災害などで財政状況は悪化し続けてい
る．高齢化は社会保険料負担も増加させており，
公的負担については社会の重要な課題となってい
る．基礎年金の国庫負担率引き上げなどを受けた
2014年度の消費税率引き上げや，公的年金や健
康保険，介護保険などの保険料率の段階的引き上
げなど，実際に目に見える形で，負担が増加し続
けている．
一方，所得については，アベノミクスに代表さ
れる経済政策による恩恵が見られる一方，高齢化
や阿部（2008）でも懸念された雇用の非正規化な
どで特に低所得世帯で社会保険料も十分収められ
ない可能性をはじめ，北村・宮崎（2012）でも議
論された経済格差が拡大しているとの指摘もなさ
れる．また，税制及び社会保険制度は個別に改革
されることが多いが，両者を組み合わせた最終的
な公的負担や公的移転を通じた経済格差の実態把
握が重要である．実際，土居（2010），田中他
（2013），大野他（2014），松田（2014），八塩・蜂
須賀（2014）など，それぞれに注目する制度が異
なるが，税制と社会保障制度の双方の関係性に注
目して分析している．
さらに，消費税率の引上げを始め，今後の公的
負担の増加については，国民的理解が不可欠であ
るが，その際に重要なのは国民の価値判断であろ
う．例えば，幸福感や支持政党といった国民の価

値観は今後の政策決定の際に重要な要素となりう
る．また，それらが国民の置かれた経済状態とど
の程度関係しているかについて，検討をすすめる
ことも重要であろう．
そこで，本論は「慶應義塾家計パネル調査

（KHPS）」を用いて，租税に加えて社会保険料負
担も考慮した個票データによって，国民の価値判
断がどのようになっているかについて検討する．
まず，KHPS の 2009年から 2012年調査を用いて，
前年所得として聞かれる 2008年から 2011年の所
得に税制及び社会保険制度を適用して，租税及び
社会保険料負担額をそれぞれ再計算し，公的移転
額を加えた等価総所得でみた 10分位別に再分配
後の所得である総所得を集計した．
また，KHPSは各回答者の価値判断についても，
質問している．近年の経済格差の拡大懸念の中
で，財政規律の回復は同時に国民的理解との対話
の問題だと考えることもできる．特に，「現状へ
の不満」，「将来への不安」，「イライラ感」など心
身の実感や，「幸福感」，「希望」，「生きがい」と
いった価値判断は民主主義国家において，一定の
影響を持ちうるものであり，特に経済格差の枠組
みの中で，それらの価値判断がどのような状況に
なっているかを把握する必要はあるだろう．経済
格差に対しては公的所得再分配機能によって，一
定の改善をしているが，それでも諸外国に比べて
十分なものとはいえない．例えば，我が国の所得
税制は諸外国に比べて，再分配効果が高いもので
はなく，多くの所得控除などを通じて，高所得者
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に有利な制度になっている．また，社会保障制度
についても，低所得による公的年金の未納などに
よって，年金受給ができない高齢者世代の存在な
どは再分配というセーフティーネットに多くの不
備があることを表しているだろう．そこで，これ
らの価値判断と所得階層の関係を調査する．
本論は以下のように構成する．2節ではデータ
と推計方法，3節では 2009年から 2012年調査か
ら得られる 2008年から 2011年の所得情報を用い
た同期間の税制及び社会保険制度を適用した際の
公的負担の状況について，その結果を示す．4節
では等価総所得について 10分位に分けた際の価
値判断を集計し，所得階層と価値判断の相違につ
いて検討する．5節では「幸福感」，「希望」，「不
満」，「不安」といった価値判断が，当初所得や公
的な再分配，そしてその他の属性とどのような関
係を持つかについて，クロスセクション分析に
よって評価する．6節で本論をまとめる．

2．データと推計方法

本論では世帯ごとの所得水準を把握し，税負担
及び社会保険料負担を求めるために「慶應義塾家
計パネル調査（KHPS）」を用いる．KHPSは
2004年から，同一家計の所得や雇用状況を始め
として，全国約 4,000世帯，7,000人に対して毎
年追跡調査を行っているパネルデータであり，そ
の規模も大きいことから，我が国における個票分
析に大変有用な，数少ない資料の一つである 3）．
また，長期の追跡調査のため，対象となる世帯
が減少してゆくが，適宜，新しい調査対象を追加
し，標本の規模を出来る限り維持するよう設計さ
れている．また，結婚しており配偶者のいる有配
偶世帯と，死離別も含めた無配偶世帯についても
調査している．
本論では，KHPS は 2004年よりデータが利用

可能であったが，所得情報，支出情報などの理由
から，精緻な評価が可能な 2009年から 2012年の
調査に限定して，分析を行うこととした．また，
毎年 1月調査であることから，所得情報について

は前年所得であり，1万円単位で質問が行われて
いる．一方，調査当年 1月の消費に関する質問が
なされる場合など，必ずしも調査年の情報が揃え
られていない．社会保険料の計算の際に賞与の計
数が必要であり，パネルデータであるため過去の
回答に遡って調整することも可能だったが，新規
に加わった世帯や情報の欠損による標本の縮小を
回避する観点から，同年の賞与に関する情報を用
いて，月収及び賞与といった前年の所得の計算に
用いている．
また，租税については国税である所得税は当年
の，地方税である住民税は前年の所得情報を用い
て課税されるが，本論は標本規模を維持する観点
から，所得税も住民税も同一年の所得に対して課
税されるとして計算している．なお，社会保険料
については部分的に，個別にその負担額を回答し
ている場合もあるが，整合性の観点から本論の枠
組みで再計算し，その計数を用いることとしてい
る．

2.1　所得の計算
所得に関しては「昨年 1年間に得た年収」とい
う質問事項があり，そこからは「勤め先の収入」，
「自営・事業・内職収入」，「家賃・地代収入」，「利
子・配当金」，「仕送り金・受贈金の受け取り」，「公
的年金」，「企業年金・個人年金」，「失業給付・育
児休業給付」，「子ども手当・児童扶養手当」，「生
活保護給付」，「その他の収入」，と言った情報が
入手可能である．特に「勤め先の収入」について
はその後の社会保険料の計算の際に月収と賞与に
関する情報が必要なため，それらの情報を推計す
る際の補助情報の一つとして用い，その他につい
てはそれらの計数を前提に所得の計算をした 4）．
また，回答者本人，配偶者，その他家族という区
分で質問がなされており，それぞれについて，社
会保険料負担及び税制の適用を行う．なお，本論
では調査年と所得情報の年の違いの混乱を避ける
ため調査年ではなく，本論は 2008年から 2011年
といった所得年での表記に統一する．
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「勤め先の収入」については昨年 1年間の月
給，賞与総額に関する質問があり，通常は「勤め
先の収入」から賞与総額を引いて 12分すること
で月給を求めている．ただし，賞与情報がない場
合には「勤め先の収入」を 12分し，「勤め先の収
入」がなく月給，賞与総額の回答がある場合には
そこから，「勤め先の収入」を推計している．な
お，賞与に関しては年 2回として，賞与を 2分し
て求めている．なお，その他家族については，月
給，賞与総額の質問がないため，12分したもの
を月給としている．また，世帯員の複数がその他
家族として就労する場合は，就業者で均等割して
公的負担を求めている．
また，税制での優遇や「公的年金」，「企業年金・
個人年金」，「失業給付・育児休業給付」，「子ども
手当・児童扶養手当」，「生活保護給付」について
は，公的移転として総所得に加えている．また，
すべての所得を合算し，総所得が 12万円以下の
所得については回答の妥当性等の観点から分析か
ら除外している．

2.2　社会保険料負担の計算
社会保険料負担については，公的年金，健康保
険，介護保険，雇用保険の 4つについて保険料負
担の計算を行った 5）．まず正規雇用者（「常勤の職
員・従業員（正規社員）」かつ従業員規模が「1～
4人」ではない）については厚生年金，全国健康
保険協会管掌健康保険（介護保険料を含む），雇
用保険に加入しているとの前提で社会保険料負担
を計算し，厚生年金基金には加入していないとし
ている．なお，標準報酬月額及び標準賞与額は各
年の規定に従って計算されることとし，保険料率
についても毎年のもの（東京都でかつ隔年の 9月
以降に適用される）を用いて計算している．
また，「契約社員」，「アルバイト・パートタイ
マー」，「派遣社員」，「嘱託」については勤め先収
入が 130万円を超える場合には正規雇用者と同じ
扱いとしつつ，それ以外は国民年金，国民健康保
険，介護保険に別途加入しているとした．なお，

勤め先が官公庁である場合，別途，国家公務員共
済に入っているとし，その保険料率等は加入者が
一番多いと考えられる財務省共済組合の計数を用
いた．なお，「仕事についている」との回答でな
い場合で，所得条件から扶養されていると推定で
きる場合には社会保険料は課されないものとし，
そうでない場合には別途，国民年金，国民健康保
険，介護保険に加入しているとした．
国民年金については月額保険料を 12倍して求

め，更に低所得世帯については所得水準に応じて
保険料免除（全額から 4分の 1免除）を適用する
こととした．国民健康保険と介護保険については
地域別で設定され，かつその方式も多様であるた
め，資産割などが存在せず，均等割と所得割で求
めることができ，さらに過去の資料を入手可能な
東京都中野区の国民健康保険および介護保険制度
を適用して，負担額を求めている 6）．なお，この
場合も各年度における減額規定を用いて，低所得
世帯に対しては保険料の縮減を行っている．な
お，社会保険の加入の有無に関する質問で，加入
しているとの回答がない場合で，かつ正規雇用者
ではない場合には社会保険は未加入としてい
る 7）．

2.3　税負担の計算
税負担については所得税，住民税，消費税につ
いて求めている．所得税，住民税は，年収のうち
「勤め先の収入」，「自営・事業・内職収入」，「家
賃・地代収入」，「利子・配当金」，「公的年金」，「企
業年金・個人年金」，「その他の収入」を課税対象
とした．「勤め先の収入」，「公的年金」，「企業年
金・個人年金」，については所得控除である給与
所得控除，公的年金等控除といった所得控除を適
用している．また，「利子・配当金」については
1万円単位であることから，税額控除である配当
控除を適用している．その他の所得についてはそ
のまま課税所得として加えた．
その上で，基礎控除，社会保険料控除，医療費
控除，配偶者控除（配偶者特別控除），扶養控除，
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寡婦（夫）控除を適用して，課税所得を求めてい
る 8）．税率はそれぞれから得られた課税所得に対
して，所得税は累進税率（5～40％），住民税は定
率（10％）の税負担がそれぞれ課されている．ま
た，税額控除として，先に述べた配当控除に加え，
それぞれ記入があった場合には住宅ローン控除を
適用している．
消費税については調査当年の 1月のものを聞い
ているが，それを前年の 12ヶ月も同様として消
費税額を推計している．その際には，支出項目と
して，「食料費」，「外食・給食費」，「家賃・地代・
住宅の修繕」，「集合住宅の共益費」，「交通費」，
「電気代・ガス代・水道代」，「通信費」，「家具・
電化製品・家事用品」，「衣類・はき物」，「保健医
療費」，「教養・娯楽」，「交際費・小遣い」，「仕送
り金」，「その他の支出」のうちで，消費税課税対
象となると考えられる「食料費」，「外食・給食
費」，「交通費」，「電気代・ガス代・水道代」，「通
信費」，「家具・電化製品・家事用品」，「衣類・は
き物」，「保健医療費」，「保健医療費」，「教養・娯
楽」，「交際費・小遣い」，「その他の支出」に対し
て消費税が課されることとした．なお，「家賃・
地代・住宅の修繕」については家賃などが主であ
ると考え，「仕送り金」については支出が確実で
はないため，消費税の課税対処から除外した．

2.4　価値判断に関する項目
国民の価値判断に関する項目については，2009
年から 2012年までの調査で共通に調査されてい
る項目として，「イライラ」，「寝つきが悪い」，「人
と会うのがおっくう」，「仕事への集中力がなく
なった」，「今の生活に不満」，「将来に不安」があ
る．これらは，現在の心身に関して課題に感じて
いる事柄だと捉えることができる．2010年と
2011年には「いま衆議院選挙があったとすれば，
比例代表選挙でどの政党に投票するか」，「支持政
党」，「内閣支持」，「あなたは自由と平等のうちど
ちらが大切か」とする質問がある．これらについ
ては政治的価値判断に加え，自由と平等について

は経済面における社会的なあり方について捉えて
いると考えられる．2011年と 2012年では「幸福
感 最近 1年間」，「幸福感 一生」，「私の人生には
生きがいがある」，「私の人生には希望がある」，
「人生の苦難や苦しみは自分の行いに原因があ
る」，「人生の喜びや幸せは自分の行いに原因があ
る」という共通した質問がある．これらについて
は幸福感を中心として，現在と今後の人生におけ
る価値判断を聞いたものだと思われる．それぞれ
の質問についてはスケールが異なるものの，主に
間隔尺度で図られており，そう思う，もしくはそ
う思わないといった軸の中で，定量的に該当する
実感を選択している．

3．等価総所得に関する結果

2節の所得に関する部分で述べた方法によっ
て，個々の世帯の公的負担及び公的移転を計算
し，等価総所得別の平均値による集計を行った．
また，その際には各年の等価総所得による 10分
位を用いて，その分位ごとで集計した．なお，10
分位の各分位の等価総所得及び総所得の平均値を
表 1及び表 2に示した．表 1からは等価総所得で
見た場合，KHPSのデータでは 400万円未満の世
帯が集中していることがわかる．これは世帯員を
調整していない表 2を見ると明らかである．ま
た，表 1及び表 2の両者からわかることとして
は，2008年は所得が高い時期であり，各分位の
平均所得もその他の年に比べて高めになってい
る．一方で，2011年は東日本大震災の年でもあり，
所得は低めになっている．各年の所得については

表１　等価所得分位別の等価総所得の平均値
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若干の変動があるものの，概ね安定しており，
KHPSの所得データは安定していると考えられ
る．
図 1には世帯所得別のヒストグラムを示した．
国民生活基礎調査の各年資料などと比べ，平均所
得が 686.5万円，中位所得で 600万円など，両者
とも 150万円程度高く，全体的に高所得世帯が多
めになっている．なお，課税後の所得である可処
分所得は図 2に示されており，平均所得が 573.9

万円，中位所得で 513.4万円であり，100万円程
度低下している．
表 3には 2011年における各分位別の平均公的
負担額が示されており，所得税や住民税などは低
所得世帯がほとんど負担しておらず，高所得世帯
では第 X分位で所得税や住民税を合わせて，一
世帯あたり 205万円負担するなど大きな差があ
る．ただし，消費税は第 I分位でも 10万円，公
的年金，健康保険，介護保険などの社会保険も 5
万円前後の負担をしており，項目によってその負
担額にばらつきがある．これらからわかること
は，所得税，住民税，公的年金については所得に
対して累進的，健康保険と雇用保険は所得に対し
て中立的，所得税と介護保険は所得に対して逆進
的な負担構造となっており，公的負担が常に格差
是正的であるわけではないこともわかる．
表 4には 2011年の各世帯所得分位別の一世帯
あたりの公的移転所得額と公的負担を合わせた純

表２　等価所得分位別の総所得の平均値

図 1　世帯当初所得の分布（2011 年）
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受取額を示している．表 4からは公的移転所得で
は年金所得がその大半を占め，低所得世帯だけで
はなく高所得世帯も比較的大きな移転を受け取っ
ていること，さらには，公的年金は低所得世帯で
は他の世帯に比べて半分程度しかないことがわか
る．そのため，公的純受取額から見ても第 I分位

は純移転が第 II分位よりも小さくなっている．
このように所得分位別で公的負担および移転の
構造に違いがある．そのような状況下で，再分配
後の総所得でみた場合に，それぞれの価値判断が
どのように変化するのかについて，細かく見てゆ
く事とする．

図 2　世帯可処分所得の分布（2011 年）
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表３　等価所得分位別の公的負担額（2011 年）
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4．各世帯所得階層別の価値判断について

世帯所得階層別でみた場合，それぞれの価値判
断はどのようになっているだろうか．本節ではそ
れらについて詳細に見てゆくこととする．なお，
この場合の価値判断とは世帯全体の価値判断では
なく，アンケート回答者の価値判断である．この
場合，KHPSでは回答者が有配偶・無配偶両者に
対して，アンケートを取っており，男女構成につ
いて何らかの調整を行っているわけではない．本
論でもそれらの調整は困難であることから，本分
析で用いたアンケート回答者の特性を所得階層別
に確認しておきたい．
表 5には等価総所得分位別のアンケート回答者

の属性が示されている．まず，世帯所得階層別の
アンケート回答者の性別が示されている．第 IV
分位のあたりまでは女性回答者のほうが多いが，
その比率も徐々に低下してゆき，第 V分位から
上の所得階層からはほぼ同数，わずかに男性が多

い状態で安定し，第 X分位でそれ以前と同じ状
況に戻っている．したがって，第 IV分位のあた
りまでと第 X分位は女性回答者が多い点に一定
の留意が必要だが，その他についてはほぼ均質と
考えてよい．
婚姻状態については，第 I分位で未婚者の割合
が多く，第 II分位と第 X分位で若干ではあるが
未婚者の割合が多いほかは，その他の分位ではほ
ぼ同じ割合で既婚者が多い状況となっている．
最後に，就学就労状況を示している．この結果
からは回答者の就労割合が高いことがわかる．ま
た，高所得分位ほど就労者の割合が増加してい
る．一方，低所得分位に「その他」が増えるのは
年金受給者等で，就労も就学もしていない回答者
によるものだと考えられる．

4.1　心身の実感と経済状態について
価値判断には身体的および心理的実感が与える
影響は大きいと考えられる．また，経済状態もそ
れらの影響を与えると考えられるため，それらの
相互関係を評価することは重要であろう．表 6に
は世帯所得階層別の心身の実感を一覧にしてい
る．なお，本質問については 2009年調査から
2012年調査の全てを集計したものである．
全ての質問は負担に関する実感になっている
が，全体的に「将来に不安」，「イライラ」，「今の
生活に不満」，「寝つきが悪い」，「仕事への集中力
がなくなった」，「人と会うのがおっくう」の順で

表４　世帯所得分位別の公的純受取額

表 5　回答者の属性（2009 年から 2012 年までの合計）
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不調を訴える回答者が多い．なお，「将来に不安」，
「イライラ」は全体でも半数以上が不調を訴えて
いる．
世帯所得階層との関係についてはやはり低所得
分位ほど，心身における不快を実感していること
が多いことがわかる．特に「将来に不安」との質
問については第 III分位までの世帯では 7割を超
え，逆に第 IXおよび X分位は 6割を割ってい
る．一方で，「仕事への集中力がなくなった」と

する質問には所得分位はそれほど大きな変化は見
られない．なお，表には示さないが，当初所得で
見ても，公的負担および公的移転後の所得である
総所得で見ても，結果はほとんど変わっていな
い．
これらからわかることは心身に関する質問につ
いては，その内容によって不調とする回答はまち
まちであるが，低所得分位ほどその不調を訴える
こと，一方で高所得分位と低所得分位の間で不調

表６　等価総所得別の回答者の心身状態

表７　世帯所得階層別の仮想的投票政党
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とする回答の差異は最大でも 2割程度で，例え
ば，高所得分位の回答者はほとんど不調を訴えな
いのに対して，低所得世帯のほとんどが不調を訴
えているという状況にはなっていないことがわか
る．

4.2　政治的価値判断と経済状態について
経済状態は租税および社会保険を通じた公的負
担，年金や医療介護，雇用保険，生活保護に至る
までの社会保障制度を通じた公的移転を通じて変
化する．その方針を決定する際に必要なのは政治
過程であり，そこでは投票者の価値判断が重要だ
と考えられる．
まず，表 8には「いま衆議院選挙があったとす
れば，比例代表選挙でどの政党に投票するか」，
「支持政党」，「内閣支持」，「あなたは自由と平等
のうちどちらが大切か」の質問に関して，世帯所
得階層別の回答数が示されている．なお，本質問

については 2010年調査と 2011年調査の計数を用
いている．なお，同時期は 2009年 9月の政権交
代に伴う民主党政権の期間内であり，2010年 1
月は鳩山由紀夫内閣，2011年 1月は菅直人内閣
の時期である．
表 8には「いま衆議院選挙があったとすれば，
比例代表選挙でどの政党に投票するか」（以下，
仮想的投票政党）についての集計結果が示されて
いる．表 8からは，高所得分位になるほど，「民
主党」と「自由民主党」割合が増加し，相対的に
は「自由民主党」のほうが多くなる傾向にある．
一方，「公明党」，「共産党」，「社民党」，「その他
の政党」は特に顕著な傾向は見られない．なお，
「投票しない」とする回答も高所得分位になるほ
ど低下することから，高所得分位になるにつれ，
「投票しない」とする回答者の減少分が「民主党」
と「自由民主党」に投票しようとしていることが
わかる．

表８　世帯所得階層別の支持政党

表９　世帯所得階層別の内閣支持率と自由と平等の志向
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表 9には支持政党が示されているが，仮想的投
票政党と異なり，継続的に支持している政党と考
えることができるが，この回答には世帯所得階層
別の傾向を見て取ることが難しい．「支持政党な
し」とする回答が高所得分位になるほど低下する
ことはわかるが，それらが「その他政党」や「支
持政党なし」に流れており，結果的に特定の政党
支持と世帯所得階層の関係を導くまでには至って
いない．
このことは表 9の内閣支持においても，同様の
傾向を持っている．2010年の鳩山内閣では政権
交代直後であったこともあり，内閣支持は党内対
立などが明らかとなって混乱した 2011年の菅内
閣よりも高い．なお，両政権の内閣支持について
はわずかではあるが，高所得分位になるほど，鳩
山内閣では高く，菅内閣では低くなる傾向にあ
る．したがって，政党に対する価値判断について
は所得分位で顕著な関係はないと考えられる．
一方，同じく表 9に示される，経済活動におけ
る政治的価値観でもある「あなたは自由と平等の
うちどちらが大切か」とする質問については，所
得分位で顕著な関係が見られる．表 9にあるよう
に，第 I分位で約 38％が平等を重んじるのに対
して，第 X分位では約 25％に留まっており，低
所得分位ほど平等に対する志向が高いことがわか
る．ただし，どの所得分位でも 45％程度の回答
者が「わからない・無回答」としており，約半数
は特定の価値観を有してはいない．その意味で

は，心身の実感で明らかとなったのと同様に，所
得分位で大きな価値観の相違があるわけではない
こともわかる．なお，表には示さないが当初所得
と総所得の間の結果の相違は見られない．

4.3　幸福感と経済状態について
世帯所得階層別の幸福感はどうなっているので
あろうか．「幸福感最近 1年間」，「幸福感一生」，
「私の人生には生きがいがある」，「私の人生には
希望がある」，「人生の苦難や苦しみは自分の行い
に原因がある」，「人生の喜びや幸せは自分の行い
に原因がある」とのいう質問についての世帯位所
得分位別の関係を示している．なお，2011年調
査と 2012年調査の結果を用いている．
表 10にそれらの結果の一覧が示されている．

まず，「最近 1年間の幸福感」と「これまでの一
生の幸福感」については，両者とも高所得分位に
なるほど幸福感を強く実感し，逆に弱く感じるこ
とも少ないことがわかる．また，高所得分位ほど
「普通」に感じる割合も低下していることから，
所得分位が高いほど幸福感を感じやすい状態にあ
ることがわかる．いずれについても当初所得と総
所得の間の相違は見られなかった．
短期的とも言える「最近 1年間の幸福感」とこ
れまでを全般を振り返った「これまでの一生の幸
福感」については，若干の相違があり，所得分位
に関わらず「これまでの一生の幸福感」を肯定的
に捉えていることがわかる．これは低所得分位で

表 10　等価総所得別の幸福感
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も高所得分位でも世帯所得の流動性がある場合，
一時的に高所得や低所得になることもありえ，そ
のような状況下では幸福感が低い状況が続くわけ
ではなかったという肯定的な認識があるためでは
ないかと考えられる．
次に，「私の人生には生きがいがある」，「私の
人生には希望がある」という質問については，表
11に集計結果が示されている．同質問は，現在
および将来の生活に価値を見いだせるかを問うて
いるものと考えられるが，両者ともにやはり高所
得分位ほどそれらを見出すことができる一方で，
低所得分位ほど否定的または「どちらともいえな
い」といった回答になる傾向が見られる．ただし，
現在の生活に価値を見出す「生きがい」について
は「希望」よりも所得階層を問わず肯定的に捉え
る傾向にあり，裏返せば「希望」は所得の影響を
受けていることもわかる．

最後に，表 12において，自分の行動と結果を
結びつける質問と考えられる，「人生の苦難や苦
しみは自分の行いに原因がある」，「人生の喜びや
幸せは自分の行いに原因がある」という質問に関
して集計を行っている．これは，例えば，現在の
所得階層を自分の行動に帰するか，偶然によるも
のとするかという価値判断を表していると考えら
れる．苦難と喜びという対立した価値判断である
ため，ほぼ同じ結果が出ると予想されるが，結果
は予想を裏切るものであった．「人生の苦難や苦
しみは自分の行いに原因がある」とする質問には
所得分位との関係が見られないのに対して，「人
生の喜びや幸せは自分の行いに原因がある」につ
いては高所得分位ほど自分のおこないによると判
断する傾向にあることがわかる．これが示すこと
は，苦難は偶然だが，喜びは自分の行いが重要で
あるとの理解があると示しているのであろう．

表 11　等価総所得別の希望や生きがい

表 12　世帯所得階層別の人生における苦楽の原因について
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ただし，両者の質問とも自分の行いが影響を与
える確率は低いとする回答はどの所得分位であっ
ても 2割程度にとどまり，全体的に見れば，自分
の行いが一定程度，苦難にも喜びにも影響を与え
ているという認識があるといえるだろう．

5．公的再分配と価値観について

これまでは等価総所得分位のもとで，心身の実
感，政治的価値判断，幸福感といった観点からそ
の特徴を検討した．やはり，高所得分位ほどすべ
ての面で良い傾向にあることはわかるが，大きく
二分されるほどのものではなく，一定割合で相対
的に望ましい状態になるにすぎないことがわかっ
た．
では，それらの価値判断に公的再分配はどの程
度影響しているのか．それらを確認するために，
本論ではクロスセクションの回帰分析によって，
再分配の統計的有意性の評価を行った．表 9に
「幸福感」，「希望」，「不満」，「不安」のそれぞれ
の価値判断について，「等価当初所得」，「総所得
/当初所得」，「就労」，「婚姻」，「性別」，「生年」，
「扶養家族数」といった変数を用いて，回帰分析
を試みた．表 13にはその結果が示されている．
なお，「総所得 /当初所得」は再分配後の所得で
ある総所得と当初所得の比をとることで公的再分
配の程度を表している．
結果からは，「総所得 /当初所得」に統計的有

意性を確認できる結果は得られなかった．「幸福
感」を除いては等価総所得がその改善に寄与する
ことが明らかとなり，「婚姻」も同様であった．
一方，「就労」している場合や女性の場合には「不
満」，「不安」が高まる傾向にあり，「生年」は後
の世代ほど幸福感を下げ，不満も上昇させてい
る．なお，女性については「不満」，「不安」が高
まる傾向にあるものの，同時に「希望」も高かっ
た．したがって，公的再分配は他の属性に比べて，
顕著に価値判断に影響を与えているわけではな
い．

6．まとめ

本論は「慶應義塾家計パネル調査（KHPS）」を
用いて，租税に加えて社会保険料負担も考慮した
個票データによる経済状態と価値観に関する評価
を試みた．まず，KHPS の 2009年から 2012年調
査を用いて，当時の税制及び社会保険制度を適用
して，租税及び社会保険料負担額，公的移転額を
それぞれ再計算し，等価総所得でみた 10分位別
の公的負担を集計した．あわせて，同個票の中の
価値判断に関する変数を利用し，所得階層別の関
係を評価した．
その結果，所得分位の違いは一定の割合で相対
的に価値判断が異なることが明らかとなった．例
えば，心身の実感や所得分位が高いほど幸福感を
始めとする肯定的な価値判断を持つ傾向にあり，

表 13　価値判断に関するクロスセクション分析

紀要47-06 川出.indd   92 2017/03/24   13:19:07



─ 93 ─

所得階層と価値判断に関する研究（川出）

低いほどそうならないことがわかる．政治的価値
判断についても高所得分位ほど政治的関心は高ま
る．ただし，それらはあくまでも全体的傾向にお
ける数割程度の違いに留まり，両者の価値観が全
く 2つに割れるほどの状況になっているわけでは
ない．それらはこれまでの人生における「幸福感」
が所得分位にかかわらず，全体的に肯定的な点に
も現れていると考えられ，所得の流動性により常
に低所得分位に張り付くわけではないという理解
が，それらを限定的なものにとどめているのでは
ないかと考えられる．
また，所得再分配によって幸福感が影響される
かについては，クロスセクション分析にとどまる
が，その影響を見て取ることはできず，それ以外
の属性のほうが統計的有意性を持っていた．した
がって，今後も詳細な検討が必要であるが，現段
階では公的再分配が幸福感を左右するほどの重要
な要素になっているとは言い難い．
ここから得られることとしては，当初所得を含
む所得の上昇と，所得階層間の流動化が人生全般
の「幸福感」には有効であるという可能性である．
逆に所得が低下し，流動性も低下すると，所得階
層別の社会対立に発展する可能性も否めない．そ
れを避けるには，所得階層間の価値観の一定の相
違を認めつつ，階層の固定化が進まないようにす
る必要があろう．また，公的再分配政策の強化が
必ずしも幸福感につながらないのであれば，セー
フティーネットとしての役割を個人や世帯の稼得
力の上昇や再チャレンジの環境整備に集約するこ
とが重要なのではないだろうか．
なお，KHPSが本来はパネルデータであり，中
澤他（2014）で議論されたような所得変動につい
て，個票データを異時点間で評価することができ
る利点を持っている．本論では定性的分析や単純
なクロスセクションによる回帰分析など分析に留
まったが，パネル個票データの特性を用いた精緻
な統計分析に拡張してゆかねばならない．

注
1） 本論は科学研究費補助金 基盤研究（C）「財政運
営と有権者の価値観に関する実証分析」（課題番
号 26380376）の補助を受けて行われた研究であ
る．

2） また，本論は慶應義塾大学から「慶應義塾家計
パネル調査（KHPS）」における個票データの提
供を受けた．

3） 標本の脱落を補うため，約 1,400人（2007年），
その後約 1,000人（2012年）を対象に加えてい
る．2015年末より 2009年より実施されている日
本家計パネル調査（JHPS）と統合し，日本家計
パネル調査（JHPS/KHPS）となっている．

4） KHPSには退職金に関する質問が別途存在する
が，勤続年数がわからないため，税額が計算出
来ないため所得の計算から除外している．

5） KHPSでも一部の社会保険料の実額を聞いている
が，大野他（2015）では『全国消費実態調査』
と『家計調査』において，理論値に比べて記入
値が過少になるとされている．本論も過少な傾
向があったが，未記入のものも散見されたため
理論値とした．

6） 旧ただし書き所得への移行も 2011年の保険料か
ら適用している．

7） なお，正規雇用者でかつ社会保険加入義務のあ
る事業所が加入せず，個人で社会保険に入って
いる場合はないとの前提で計算している．

8） 情報がないため，生命保険料控除，地震保険料
控除，障害者控除は適用していない．
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